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連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

当社は、平成 22 年 8 月 3日開催の取締役会において、下記のとおり、当社の 100％出資子会社であるノ

ーリツエレクトロニクステクノロジー株式会社を吸収合併することを決議いたしましたのでお知らせし

ます。 

なお、本合併は連結子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開示

しております。 

                       

                      記 

１．合併の目的 

  当社グループ会社向け電気機械器具部品を中心に製造・販売を行っているノーリツエレクトロニクス

テクノロジー株式会社との一体化によって、経営資源の効果的な活用と事業基盤の一層の強化を図るも

のであります。 

 

２．合併の要旨 

（１） 合併の日程 

  合併契約承認取締役会    平成 22 年 8月 3日 

  合併契約締結日       平成 22 年 8月 3日 

  合併期日（効力発生日）   平成 23 年 1月 1日（予定） 

 

  なお、本合併は、当社においては会社法第 796 条第 3項に定める簡易合併であり、ノーリツエレクト

ロニクステクノロジー株式会社においては会社法第 784 条第 1項に定める略式合併であるため、いずれ

も合併契約に関する株主総会の承認を得ることなく行うものであります。 

 

（２） 合併方式 

  当社を存続会社とする吸収合併方式とし、ノーリツエレクトロニクステクノロジー株式会社は解散い

たします。 

 

（３） 合併に係る割当ての内容 

 当社は、ノーリツエレクトロニクステクノロジー株式会社の全株式を所有しており、合併による新株

式の発行及び資本金の増加並びに合併交付金の支払いはありません。 

 

（４） 消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

 ノーリツエレクトロニクステクノロジー株式会社は、新株予約権及び新株予約権付社債を発行してお

りません。 

 

 

 

 

 



３．合併当事会社の概要（平成 22 年 6月 30 日現在） 

 存続会社 消滅会社 

（１）名称 株式会社ノーリツ ノーリツエレクトロニクステク

ノロジー株式会社 

（２）所在地 兵庫県神戸市中央区江戸町 93 兵庫県明石市二見町南二見 5 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 國井 総一郎 代表取締役社長 小寺 正夫 

（４）事業内容 温水空調機器、住設システム機器、厨房

機器等の製造・販売事業及びこれに付帯

する事業 

電気機械器具部品の製造・販売 

（５）資本金 20,167 百万円 400 百万円 

（６）設立年月日 昭和 26 年 3月 10 日 平成 15 年 1月 6日 

（７）発行済株式数 50,797,651 株 8,000 株 

（８）決算期 12 月 31 日 12 月 31 日 

（９）大株主及び持株比率 第一生命保険株式会社 5.84％ 

株式会社ノーリツ   5.82％ 

株式会社三井住友銀行 4.33％ 

株式会社ノーリツ 100％ 

（１０）直前事業年度（平成 21 年 12 月期）の財政状態及び経営成績 

純資産 81,449 百万円（連結） 3,328 百万円（単体） 

総資産 136,573 百万円（連結） 7,360 百万円（単体） 

１株当たり純資産 1,700.79 円（連結） 416,024.03 円（単体） 

売上高 169,350 百万円（連結） 15,693 百万円（単体） 

営業利益 4,369 百万円（連結） 332 百万円（単体） 

経常利益 4,821 百万円（連結） 343 百万円（単体） 

当期純利益 838 百万円（連結） 199 百万円（単体） 

１株当たり当期純利益 17.54 円（連結） 24,995.51 円（単体） 

 

 

４．本合併後の状況 

（１）名称 株式会社ノーリツ 

（２）所在地 兵庫県神戸市中央区江戸町 93 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 國井 総一郎 

（４）事業内容 温水空調機器、住設システム機器、厨房機器等の製造・販売事業及

びこれに付帯する事業 

（５）資本金 本合併による変動はありません 

（６）決算期 12 月 31 日 

 

５．合併による業績への影響の見通し 

 本合併は、当社 100％出資の連結子会社との合併であるため、連結業績への影響はありません。 

 

以 上 


